
第 27 期 決 算 公 告

平成３０年６月１１日

福岡県直方市大字中泉１１８１番地６

株式会社 フタバ九州

取締役社長 三宮嗣巳

（平成３０年３月３１日現在）

科   目 金  額 科   目 金  額

（資産の部）

流 動 資 産

   現 金 預 金

      売 掛 金

   製 品

   原 材 料

   仕 掛 品

   貯 蔵 品

繰 延 税 金 資産

   未 収 入 金

短 期 貸 付 金

その他の流動資産

固 定 資 産

有形固定資産

   建 物

   構 築 物

   機 械 装 置   

   車 輌 運 搬 具

   工 具 器 具 備 品

   土 地

リ ー ス 資 産

   建 設 仮 勘 定

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

施 設 利 用 権

   その他の無形固定資産

投  資  等

   長 期 貸 付 金

  そ の 他 の 投 資

千円

７，９５７，５６４

１，４８５，８０９

３，４８８，２７３

２０４，０６１

３８，７４２

４９５，１８７

７３，５０３

３９５，５０３

７７３，４６０

１，０００，０００

３，０２１

３，４３５，４０６

３，３８０，１７１

１，８０６，８２６

４３，００５

６９６，０３６

８５２

２３６，３４８

５９７，１０１

０

１７，９６５

５，５７１

４，６４０

６３０

３０１

３１，６９８

３０，４０４

１，２９４

（負債の部）

流 動 負 債

   支 払 手 形

   買 掛 金

   未 払 金

未 払 費 用

   預    り    金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

固 定 負 債

   退 職 給 付 引 当 金

ﾃ ﾞ ﾘ ﾊ ﾞ ﾃ ｨ ﾌ ﾞ 債 務

負 債 合 計        

（純資産の部）

株 主 資 本

資  本  金

資 本 剰 余 金

   資 本 準 備 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

その他資本剰余金

繰越利益剰余金

   

純資産合計

千円

５，０１５，１６１

４２５，９４０

３，４６８，８４７

２５６，４６８

７４２，７８９

２８，６６２

４３，４９２

４８，９６２

１，３８２，６０９

１，３８２，６０９

０

６，３９７，７７１

４，９９５，１９９

４６０，０００

３，２７３，１４８

４５０，０００

２，８２３，１４８

１，２６２，０５１

１，２６２，０５１

１，２６２，０５１

４，９９５，１９９

資  産  合  計 １１，３９２，９７０ 負債及び純資産合計 １１，３９２，９７０

〔単位：千円〕

― １ ―

貸借対照表



個 別 注 記 表

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

１．資産の評価基準および評価方法

たな卸資産
製品・原材料・仕掛品・貯蔵品は主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評価しております。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産
定率法を採用しております。ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物（建物付属設備を
除く）並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物付属設備および構築物については定額法
を採用しております。

（２）無形固定資産
定額法を採用しております。なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては､社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（３）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数と
し、残存価格をゼロとする定額法によっております。

３.引当金の計上基準

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計
上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５.連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

６.計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更

該当事項はありません。

［貸借対照表に関する注記］

１. 有形固定資産の減価償却累計額 １４，５１４，６４６ 千円

２. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権 ４，８６１，５３４ 千円

短期金銭債務 ２，９０７，４３８ 千円

［損益計算書に関する注記］

関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 ２９，１１２，５８１ 千円

仕入高 １９，８５２，２３２ 千円

営業取引以外の取引による取引高 １，５５９，７２３ 千円

― ２ ―



［株主資本等変動計算書に関する注記］

１.発行済株式の種類及び株式数に関する事項

当会計年度末の発行済株式の種類及び総数

      普通株式 ： ９，３００株

２.自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

３.配当に関する事項

   ①配当金支払額

    株式の種類         普通株式

    配当金の総額        1,262 百万円

    1 株当たり配当額       135,698 円

    基準日            平成 30 年 3 月 31 日

    効力発生日         平成 30 年 6 月 12 日

   

   ②基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌会計年度となるもの

    平成 30 年 6 月 11 日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定している。

株式の種類        普通株式

配当金の総額       1,262 百万円

配当の原資        利益剰余金

1 株当たり配当額     135,698 円

基準日           平成 30 年 3 月 31 日

効力発生日        平成 30 年 6 月 12 日

［１株当たり情報に関する注記］

１． １株当たり純資産額      ５３７，１１８円２０銭

２． １株当たり当期純利益        １３５，７０４円４１銭

［重要な後発事象に関する注記］

該当事項はありません。

― ３ ―


